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15議員が市政を問う一 般 質 問

竹　島　直　樹
（柊の会）

問　人工衛星とＡＩを活用した水道管の漏水調
査について市の考えは。
答　ＡＩ等を活用した漏水調査を実施している
他水道事業体の事例等の情報収集を行い、費用
対効果を検証しながら、今後どのような調査方
法が効果的か検討したいと考えています。
問　水道事業の経営状況から水道料金の改定は
必要と考えているか。
答　人口減少による料金収入の減少と、施設更
新投資の増大等により、令和10年度に当年度
損益が赤字となり、留保資金の確保も厳しい見
込みのため、近い将来水道料金の改定が必要と
考えており、令和10年度以降の料金改定を視
野に入れ、必要な取組を進めていきたいと考え
ています。

問　地域指導者を武道の授業の中で活用する考
えは。
答　教員免許を有しない地域の人材や多様な専
門分野の社会人を特別非常勤講師として迎え入
れることにより、教科の一部を担任させること
ができます。しかし、県が任用するものである
ことから、県からの通知に応じて市立小中学校
に活用を呼びかけたいと考えています。

問　市民図書館の経費削減やサービス向上の観
点から指定管理者制度を導入する考えは。
答　導入による利点もありますが、事業者が一
定期間で変更になると、図書館の継続性や安定
性が損なわれる可能性があるといった課題もあ
ることから、現時点では直営の方向性ですが、
今後、指定管理者制度も含め、図書館サービス
について調査研究し、よりよい図書館運営に努
めたいと考えています。

問　廃校になった旧洞内小学校はどのように活
用するのか。
答　体育館はつり天井構造であることから、安
全性を考慮の上、地域利活用はしないこととし、
校舎など他施設は、地域での利活用の希望がな
いため、今後は市での利活用を検討し、市によ
る利用がない場合は、それ以外の有効活用に向
けて検討することになります。

問　市の計画では、上下水道施設の更新に多額
の費用が将来見込まれ、人口減少により税収が
減る中で更新費用の低減化を実現しなければ財
源不足が生じると推計しているが、低減化の具
体策は。
答　施設の更新は老朽度と優先度を考慮し、重
要性の高いものから行い、定期的な修繕による
予防保全により、法定耐用年数よりも可能な限
り長寿命化を図っています。また、中長期的な
経営の安定と設備投資の最適化による適切な財
源確保を目的として、上下水道経営戦略により、
進捗管理を行っています。

問　市民の負担軽減のために申請書等の押印廃
止を進めていると認識しているが、その進捗状
況は。
答　令和３年度から市民や事業者から頂く申請、
届出、その他の手続に必要な書面の押印等の約
８割を廃止していますが、契約書、請求書、第
三者が作成する証明書などは、引き続き押印等
を求めることとしています。継続的に行政手続
の簡素化に取り組んでいますが、前回の見直し
から３年を経過していることから、他市の取組
状況なども参考にしながら、押印等の廃止につ
いて改めて検証していきたいと考えています。
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問　令和６年３月、十和田湖地域の休屋・休平
地区が、国立公園制度100周年に向けた記念
事業である「国立公園における滞在体験の魅力
向上のための先端モデル事業」の対象地域に選
定された。国では、マスタープランの検討、策
定が令和６年度に計画されているが、当該事業
における市の関わりは。
答　市が構成員として参画する十和田湖1000
年会議において、どの施設をどの場所に誘致す
るといった土地の利用計画について検討するこ
ととしており、環境省が提案するマスタープラ
ンの素案の内容を確認した上で、市としての意
見を述べていきたいと考えています。
問　国のマスタープランに対する市の考えは。
答　基本構想が生かされた観光地となるために
は、土地の利用計画のほか、地域の担い手不足、
交通アクセスなど様々な課題に対する議論も必
要と考えており、宿泊施設の誘致や観光コンテ
ンツの造成、二次交通の確保や自動運転などの
ＩＴ技術の活用による交通の維持・利便性の向
上についても積極的に提案しながら、十和田湖
地域の魅力向上に取り組んでいきたいと考えて
います。
問　宿泊業など、観光に関わる人材育成に関す
る市の取組は。
答　十和田奥入瀬観光機構等と連携し、ガイド
育成や大学生のインターンの受入れ、奥入瀬・
十和田湖を活用した地元小中学生向けの教育旅
行などに取り組み、未来の観光を担う人材の育
成に努めています。
問　新たに接客力向上のためにセミナーを開催
するとのことだが、令和６年度中の開催か。
答　十和田奥入瀬観光機構と連携し、開催を検
討していきます。

問　宇樽部桟橋に９年間も放置されている遊覧
船の撤去を行政代執行できない理由は。
答　行政代執行が可能かどうかの判断は、桟橋
の管理者である県がすべきものと考えています。
放置遊覧船の撤去について、引き続き県に対し
て要望していきたいと考えています。

問　耳が聞こえにくい来庁者の多い窓口へ軟骨
伝導イヤホンを配置してはどうか。
答　軟骨電動イヤホンは耳が聞こえにくい方々
が情報を得る効果が期待できると認識しており、
今後、他自治体の使用状況を調査、研究してい
きたいと考えています。

問　障がいのある方の重度化や障がいの特性に
起因した緊急事態などに対応し支援を行う地域
生活支援拠点等事業について、事前登録をする
メリットは。
答　関係機関と登録した方の情報を共有し、あ
らかじめ連絡体制の調整や協議などの支援準備
ができることから、緊急時には適切かつスムー
ズな受入れや対応が可能となるほか、不安の軽
減・解消にもつながり、障がいのある方や支援者、
事業所のいずれにとってもメリットが大きいも
のと考えています。

問　十和田火山の緊急事態発生時、車のない人
や要介護者など要支援者への避難対応は。
答　自家用車や乗り合いによる自力避難、自治
体が手配するバス等による避難が原則ですが、
介護を必要とする方など自力での避難が困難な
方は、地域の共助による避難が必要と考えてお
り、消防団や町内会を核とした自主防災組織等
と連携し、要支援者の避難に努めていきます。
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